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平成31年4月23日／大津地方裁判所／平成29年（ワ）第340号 

 

原告 Ｘ１ 

原告 Ｘ２ 

原告 Ｘ３ 

 

被告 株式会社 

同代表者代表取締役 Ａ 

 

主文 

１ 被告は、原告ら各自に対し、各８４０万２８５６円及びこれに対する平成２９年８月２

４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

３ この判決は、仮に執行することができる。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

  主文同旨 

第２ 事案の概要 

  本件は、被告の運営する介護付有料老人ホームに入居していたＢ（以下「Ｂ」とい

う。）が排せつ中にトイレの便座から転倒した事故（以下「本件事故」という。）につき、

被告の介護職員（以下「被告職員」という。）において、本来のトイレの用法に従わない不

適切な座り方によるトイレ介助をしながらＢを放置したために本件事故が生じ、その結果、

Ｂの嚥下機能が低下して死亡するに至ったと主張して、Ｂの相続人である原告らが、被告に

対し、Ｂの上記入居に係る契約（以下「本件契約」という。）の債務不履行に基づく損害賠

償として、それぞれ８４０万２８５６円（治療費及び慰謝料等の合計２５２０万８５６９円

を法定相続分に従って相続した金額）及びこれに対する訴状送達の日の翌日である平成２９

年８月２４日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求める事

案である。 

 １ 前提事実（当事者間に争いがない事実、当裁判所に顕著な事実、又は、後掲各証拠及

び弁論の全趣旨により容易に認められる事実） 

  （１） 当事者等（争いがない事実、甲１ないし４、弁論の全趣旨） 

  ア 原告らは、Ｂの子であり、Ｂの相続人である。原告らのほかにはＢの相続人は存在

しない。 

  イ 被告は、〇県（以下略）所在の介護付有料老人ホームであるＣ（以下「本件施設」

コメントの追加 [原口1]: 原告（利用者側）は利用者の

子どもたちです。 

コメントの追加 [原口2]: 被告（事業者側）は株式会社

です。 

コメントの追加 [原口3]: 結論のパートです。 

コメントの追加 [原口4]: 原告（利用者側）の請求が認

められています！ 

コメントの追加 [原口5]: 事案のまとめのパートです。 

コメントの追加 [原口6]: 介護付き有料老人ホームの事

案です。 

コメントの追加 [原口7]: トイレの便座から転倒した事

案です。 

コメントの追加 [原口8]: 事実確認のパートです。 

コメントの追加 [原口9]: 時系列です。 

H23.11.2  施設入所 

H28.2.18  横座りでのトイレ介助開始 

H28.11.20  転倒 

H28.11.29   入院 

H29.2.9     死亡 



2 

 

という。）を運営する株式会社である。 

  （２） 本件契約の締結（争いがない事実、甲５、６） 

  Ｂは、平成２３年１０月２２日、被告との間で、介護付有料老人ホームである本件施設

に入居して指定特定施設入居者生活介護のサービスを受ける本件契約を締結し、同年１１月

２日、本件施設（省略）号室に入居した。 

  （３） 本件事故の発生（争いがない事実） 

  被告職員であるＤ（以下「Ｄ」という。）は、平成２８年１１月２０日午前６時５０分

頃、Ｂからトイレ介助を求められ、Ｂを車椅子で誘導して、トイレの便座上に横向きに座ら

せて、トイレの右横にある手すりにつかまらせる方法でのトイレ介助（以下、この方法を

「横座り」という。）をして、その場を立ち去ったところ、Ｂはトイレ便座から転落して顔

面挫創等の傷害を負った。 

  （４） Ｂの死亡（争いがない事実） 

  Ｂは、本件事故当日、Ｅ病院を受診して本件施設に戻ったが、平成２８年１１月２９

日、同病院に入院することとなり、平成２９年２月９日、死亡した。 

  （５） 訴えの提起（当裁判所に顕著な事実） 

  原告らは、平成２９年７月２４日、被告に対し、本件訴訟を提起し、その訴状は、同年

８月２３日に被告に送達された。 

 ２ 争点 

  （１） 本件契約上の債務不履行の有無 

  （２） 被告の債務不履行とＢ死亡との間の因果関係 

  （３） Ｂに生じた損害 

 ３ 争点に対する当事者の主張 

  （１） 争点（１）（本件契約上の債務不履行の有無）について 

  （原告らの主張） 

  Ｂは、歩行が不安定であって日々筋力が低下している状況であり、被告職員もＢの筋力

が低下していたことを認識していた上、平成２８年１１月１９日午後９時から午後１０時頃

のトイレ介助の際には、ベッド上で端座位になったときに後方へ反るような様子も確認され

たのであるから、福祉用具事業所としての業務も行っている被告は、ベッド横に手すりのつ

いたポータブルトイレを置く、あるいは、洋式トイレを本来の使用方法で使用して座位を支

えるための側方ないし前方への手すりの設置といった物的介助の方法を講ずるなど、Ｂの身

体状態に応じたトイレ介助の方法を講ずるべき注意義務を負っていたにもかかわらず、洋式

トイレに横座りさせるという洋式トイレの使用方法として不安定この上ない異常な方法でト

イレ介助を行い続け、かつ、Ｂを横座りさせた状態で放置してその場を離れたのであるか

ら、被告には本件契約上の安全配慮義務の違反がある。 

  なお、原告らが被告職員からＢのトイレ介助の方法として横座りを了解したことはな

コメントの追加 [原口10]: 横座りでトイレ介助をしてい

ました。 

コメントの追加 [原口11]: もっとも重要な安全配慮義務

違反（予見可能性と結果回避義務違反）の争点です。 

コメントの追加 [原口12]: まず原告（利用者側）の主張

のパートです。ここは読み飛ばしても大丈夫です。 
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い。 

  （被告の主張） 

  Ｂは、本件事故までの定期的なリハビリテーション評価において、座位について物的介

助と評価され、手すりにつかまるなどの物的な支えがある場合には座位を保持することがで

き、車椅子や椅子に座っている間にずり落ちることもなかったのであり、トイレに座って座

位を保つことができなくなるほど筋力が低下していたわけではなかった。被告は、原告らか

らＢの皮膚剥離や出血に対して苦情が寄せられていたところ、容易に表皮剥離を生じさせや

すいＢの身体に配慮して、原告らにも横座りによるトイレ介助の方法を事前に説明して了解

を得、平成２８年２月頃から横座りによるトイレ介助の方法を実施していた。横座りによる

トイレ介助は、Ｂが両手で目の前にある手すりをつかんだまま排せつすることで座位の安定

を確保することができ、また、手すりの近くに設置されているナースコールを押す際に体を

ひねる動作や、座ってから正面に向き直る動作が不要であり、滑落の原因となる動作を回避

することができる方法であった。Ｂからも、横座りの方がトイレットペーパーを取りやす

い、ナースコールを押しやすい、手すりが正面にあった方がつかまりやすいという意向が示

されており、Ｂは、本件事故以前の約９か月間、毎日少なくとも十数回以上、横座りの方法

で転落することなくトイレに座って排せつをすることができており、被告はＢから不安を訴

えられることもなかった。これらの事情からすれば、被告は、Ｂがトイレから滑落する具体

的危険を予見することはできなかった。また、被告が、洋式トイレを本来の用法で使用して

座位を支える物的介助の方法を講じたとしても、本件事故時において、Ｂがトイレ便座から

滑落しなかった確証はなく、結果を回避できたとは限らない。 

  被告職員は、平成２８年１１月１９日午後９時から同日午後１０時頃、Ｂがベッドで端

座位になった際に後方に反るような様子であったため、本件事故が発生した際のトイレ介助

時には意識的にＢの様子を観察して、いつものトイレ介助と異なる点がないかどうかを注意

しており、その上で横座りの方法でのトイレ介助を行うことができると判断しており、直ち

にトイレ介助の方法を変えるべきであったとはいえない。 

  したがって、被告は本件契約上の義務に違反していない。 

  （２） 争点（２）（被告の債務不履行とＢ死亡との間の因果関係）について 

  （原告らの主張） 

  Ｂは、本件事故以前には摂食嚥下障害がなかったにもかかわらず、本件事故を契機にほ

とんど食事ができなくなった。また、Ｂは、平成２８年１１月２０日のＥ病院でのＣＴ検査

で右前頭部に帽状腱膜下血腫が認められ、同月２９日の同病院耳鼻科では外傷後の全身状態

低下に伴う咽頭収縮力低下との診断を受けていた。したがって、Ｂは、本件事故によって顔

面挫創の傷害を負い、この傷害に起因して嚥下障害が生じ、その後一貫して嚥下ができなく

なり、全身機能の悪化をもたらし、死亡するに至ったといえる。 

  （被告の主張） 

コメントの追加 [原口13]: つぎに被告（事業者側）の反

論のパートです。ここも読み飛ばしても大丈夫です。 

コメントの追加 [原口14]: 本件では因果関係も争点にな

っています。 
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  Ｂが本件事故後に受診したＥ病院における平成２８年１１月２０日の診察所見と頭部単

純ＣＴからは、骨折等の器質性嚥下障害や運動障害性嚥下障害を生じさせる所見は確認され

ておらず、同月２９日の口腔、咽頭、頸部のＣＴでも本件事故による外傷所見は確認され

ず、同日の嚥下内視鏡検査では軽度の誤嚥と残留が認められるものの、検査直後の処置がな

いことから著しい嚥下機能の低下はなく、Ｂの嚥下機能は９１歳という年齢に相応のもので

あったといえる。また、Ｂは、本件事故以前から嚥下機能や身体機能が低下しており、本件

事故によりＢの嚥下機能が低下したのであれば、本件事故後は一貫して嚥下ができなくなる

はずであるが、Ｂは同月２２日に嚥下ができており、Ｂの食思不振は加齢、老化による影響

に他ならない。 

  したがって、ＢがＥ病院に入院したのは、全身機能が加齢により低下したことにより管

理のために入院を要する状態となったためであり、Ｂが死亡するに至ったのも、Ｂの全身状

態を踏まえて積極的な治療の適応ではないと判断されて投与栄養を徐々に減少した結果であ

り、本件事故とＢの同月２９日以降の入院及びその後のＢの死亡との間に因果関係は認めら

れない。 

  （３） 争点（３）（Ｂに生じた損害）について 

  （原告らの主張） 

  ア 通院治療費 ３５５０円 

  イ 入院治療費 ３０万５０１９円 

  ウ 入通院慰謝料 １４０万円 

  エ 死亡慰謝料 ２２００万円 

  オ 葬儀費用 １５０万円 

  （被告の主張） 

  ア及びイは知らず、ウないしオは争う。 

  前記（２）（被告の主張）のとおり、平成２８年１１月２９日以降の入院及びその後の

Ｂの死亡と本件事故の間に因果関係はない。 

第３ 争点に対する判断 

 １ 認定事実 

  前記前提事実、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

  （１） 本件施設への入居 

  Ｂ（大正１４年（以下略）生）は、平成２３年１０月２２日、被告との間で、介護付有

料老人ホームである本件施設に入居して指定特定施設入居者生活介護のサービスを受ける本

件契約を下記の約定で締結し、同年１１月２日、トイレやナースコール等が付属した本件施

設（省略）号室に入居した。 

  ア 本件施設入居契約 

  第１３条（介護） 

コメントの追加 [原口15]: 裁判所の判断のパートです。 

コメントの追加 [原口16]: まず事実確認のパートです。 
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  １項 事業者は、本契約に付随するものとして次に掲げる事項を含むケアプランを作成

し、それに基づいて、入居者に対して、介護を提供します。 

  １号 提供される介護の具体的内容（以下「介護の必要性の程度」という） 

  ア（省略） 

  イ 提供される入浴・排泄・食事等の介護、その他の日常生活上の世話、機能訓練及び

療養上の世話の内容 

  ２号ないし４号（省略） 

  ２項 事業者は、入居者が介護保険法等に定める「介護予防特定施設入居者生活介護」

「特定施設入居者生活介護」サービスを受けるに至った場合には、別に定める「介護予防特

定施設入居者生活介護利用契約」「特定施設入居者生活介護利用契約」を締結することによ

り、入居者及び事業者の権利義務を明確にします。 

  イ 指定特定施設入居者生活介護契約 

  第２条（サービス計画の決定・変更） 

  １項 事業者は、計画作成担当者に施設サービス計画の作成に関する業務を担当させる

ものとします。 

  ２項 サービス計画は、計画作成担当者がサービス計画について、契約者及びその家族

等に対して説明し、同意を得た上で決定します。 

  ３項 事業者は、６か月に１回、又は契約者及びその家族等の要請に応じて、計画作成

担当者に、施設サービス計画について変更の必要があるかどうかを調査させ、その結果、サ

ービス計画の変更の必要があると認められた場合には、契約者及びその家族等と協議して、

サービス計画を変更するものとします。 

  ４項 事業者は、サービス計画を変更した場合には、契約者に対して書面を交付しその

内容を確認するものとします。 

  第８条（事業者及びサービス従事者の義務） 

  １項 事業者及びサービス従事者は、サービスの提供にあたって、契約者の生命、身

体、財産の安全・確保に配慮するものとします。 

  ２項 事業者は契約者の体調・健康状態からみて必要な場合には、看護職員及び他の施

設従業者と協議し、契約者及びその家族の希望を聴取し契約者の解決すべき課題に基づき、

サービス計画の原案を作成し実施する。 

  ３項ないし６項（省略） 

  （前記前提事実（２）、甲１、５ないし７） 

  （２） 横座りでのトイレ介助に至る経緯 

  Ｄは、平成２５年１月２１日から本件施設で介護職員として勤務を開始したところ、勤

務開始当時からＢの入浴介助や衣服の着脱介助、トイレ介助など身体介助全般を担当するよ

うになった。 
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  Ｂは、平成２６年２月頃以降、足が前に出ないとして車椅子で移動すること、ベッドに

足を上げられないことなどが見られるようになるとともに、トイレ介助を頻繁に求めるよう

になり、さらに、トイレに座る際にふらつき、便座に座る際に傾くなどすることもあり、同

年１２月２４日にはトイレに行く際に転倒し、右側臥位の状態で発見され、顔面打撲等の受

傷があった。 

  Ｂは、平成２８年２月２日午前５時５分頃のトイレ介助時に、左手の甲の皮膚が剥がれ

て少量の出血が確認され、同月８日午前３時３５分頃のトイレ介助時に、右手の甲の皮膚が

剥離出血していることが確認されており、Ｂは同出血についてナースコールを探していて枕

元の籠にこすったと述べた。Ｂの家族は、同月１１日、Ｂに両手の甲の傷について確認した

ところ、Ｂは起き上がり介助時に手すりに当たって受傷したと述べていたとして、被告職員

に対し、今後は十分に気を付けて介助を行うよう全職員に周知してほしい旨訴えた。Ｂの家

族は、被告職員に対し、Ｂから「夜中に何度もトイレに行きたくなる、ＮＣを何度も押すと

わかっていると言う人がいる、パットしているからそこでおしっこしたらよいと言う人がい

る」などの内容を言われており、Ｂも夜間に被告職員の手を煩わすことについて申し訳ない

という思いを持っているが、そのようなことをしてもらえる施設ではないのかと不満を伝え

た。 

  Ｂの家族は、同月１５日、被告に対し、介助方法や夜間のトイレの訴えに対する対応、

声掛け方法等の徹底を依頼した。被告職員は、本件施設内におけるフロア会議において、Ｂ

の家族の意向について検討し、Ｂの介助を担当する現場からＢの介助方法の統一について書

面で報告を受けたところ、横座りして手すりをつかむ姿勢の方が安定する、横座りによるト

イレ介助はＢが方向転換しなければならない角度が小さく、歩行に不安のあったＢに対する

負担も小さいと考えられた等の理由から、洋式トイレのメーカーに対して、横座りに伴うリ

スクについて問い合わせることもないまま、同月１８日から上記書面に記載された横座りの

方法でのトイレ介助を実施し始めた。 

  上記書面には、ベッドからトイレへの介助方法に関して、トイレに近付いたら、Ｂにベ

ッド柵からトイレのパーテーションに設置された手すりに持ち替えてもらい、Ｂが手すりに

持ち替えた後、横に歩いてもらってズボンを下げトイレに座ること、トイレからベッドへの

介助方法に関して、Ｂにトイレから立ってもらいズボンを上げて、横に歩いた後、Ｂの左手

をケアワーカーの左手に持ち替えてもらい、手すりからベッド柵に持ち替える際にＢの右手

がパーテーションに当たらないように注意することなどが記載されていた。 

  なお、被告がＢに対して横座りによるトイレ介助の実施を開始した当時、正規のトイレ

の用法を前提として、トイレの横や前方に手すりを設置する介護用具が既に開発され、販売

あるいは貸与されていた。 

  （甲１４、２１、２４、２７、４１、４２、乙３、９、証人Ｄ（以下「証人Ｄ」とい

う。）、弁論の全趣旨） 
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  （３） 横座りでのトイレ介助について 

  本件施設（省略）号室のトイレには、正面向きに座った場合に、右方の壁にナースコー

ル及び立ち上がり用のＬ型の手すりが設置されており、左方には洗面台が設置されていた。 

  Ｂは排せつを希望する際にナースコールを押し、被告職員は、ナースコールを受けてＢ

の部屋を訪問し、トイレ介助の要請かどうかを確認してトイレ介助を開始していた。ベッド

からトイレまで車椅子で移動する場合は、Ｂがベッド上で端座位になり、被告職員は、ベッ

ドのそばに車椅子を置いてから、Ｂの脇の下に手を入れて立ち上がらせ、Ｂがベッドの柵あ

るいは車椅子の肘置きを持った状態で回転して車椅子に座ることを補助した。被告職員は、

前方にＬ型の手すりがくるようにトイレの前までＢを車椅子で移動して、Ｂが足を下ろして

前方の手すりにつかまったら、Ｂの両脇を支えて立ち上がりを補助し、車椅子を少し後ろに

下げて、Ｂが横歩きでトイレの横に入った時点で、下衣類を下ろしてトイレに座らせた。 

  Ｂは、誰かがそばにいる気配がすると排せつができないため、一人にしてほしい旨述べ

て、被告職員がそばにいることを拒否していたため、被告職員は、一度Ｂの部屋を離れて他

の入居者の対応もしつつ、Ｂに排せつ後にナースコールを押してもらい、５分から１０分経

ってもナースコールが鳴らない場合は、その都度Ｂの部屋をのぞいて排せつが終わったかを

確認するようにしていた。 

  なお、被告職員は、横座りによるトイレ介助について、監査で積極的に問題のない座り

方であると示すことができるものではないと認識していた。 

  （甲２１、乙９、証人Ｄ） 

  （４） 本件事故に至るまでのＢの介護状況 

  Ｂは、朝食はパン、夕食は普通食を摂取していたが、平成２６年７月１７日、腕及び手

が以前のように使えず、軟飯をすくいづらいと訴えたため、夕食が全粥食に変更となり、平

成２７年１１月５日、夕食が軟飯のおにぎりに変更されたが、平成２８年３月２５日、再び

夕食が全粥食に変更された。Ｂの同年１０月１日から同年１１月１９日までの食事摂取量の

１日の平均は、多少の変動はあるとしても、概ね主食、副食とも半分前後であった。 

  Ｂは、同年３月１８日、同年５月６日及び同月２０日、Ｆクリニックでの受診の際、痰

のからみを訴え、医師は嚥下の問題を疑った。 

  Ｂは、同年９月頃まで、体重が３６ないし３８ｋｇであったところ、同年１０月７日に

は３２．６ｋｇ、同年１１月１１日には３３ｋｇに減少したが、この頃に顕著に食事量が減

少したわけではなかった。 

  Ｂは、同年２月２３日、左下腿の内出血部分から出血が認められ、約１．５センチメー

トルの内出血部の表皮が剥離しており、トイレのパーテーションでぶつけたと訴えた。被告

職員は、同月２４日、Ｂの家族に対して上記出血について報告したところ、両手の傷が生じ

て間もないうちに上記出血が生じた理由について説明を求められていた。Ｂは、同月２８日

のトイレ介助時にも左下腿の内出血部分からの出血が発見され、同年７月１６日のトイレ介



8 

 

助時には右前腕表皮剥離が発見され、同年８月２８日のトイレ介助時にも右前腕表皮剥離が

発見されており、これについては、Ｂからトイレに行くときにぶつかったとの訴えがあっ

た。 

  なお、Ｂは、同年６月１８日及び同年９月１８日に実施されたリハビリテーション評価

において、身体機能について嚥下機能障害なし、日常生活動作について座位に関して物的介

助が必要であると評価されていた。 

  （甲２２、２４、２６、２７、乙２の１・２） 

  （５） 本件事故の発生 

  Ｄは、本件事故の前日である平成２８年１１月１９日午後４時４５分から夜間帯勤務と

してＢの身体介助全般を担当していたところ、Ｂが歩行時にいつも以上に足が出ていなかっ

たことから、もう１人の夜勤者とも相談して、Ｂの居室に車椅子を用意していた。Ｂは、同

日午後９時から午後１０時頃のトイレ介助時に、ベッド上で端座位となった際に後方に反る

ような様子があった（ただし、自力ですぐに戻すことができた。）ため、Ｄは意識的にＢの

状態を観察して、いつもと異なる様子がないかを注意していた。 

  Ｄは、同月２０日午前６時５０分頃、ナースコールを受けてＢの部屋を訪問したとこ

ろ、Ｂは、トイレ介助を希望した。Ｄは、Ｂをベッド上で端座位の状態にさせたところ、Ｂ

の姿勢に傾きが見られず、またＢが今まで滑落することなく横座りによる排せつができてい

たこと、Ｂの姿勢が少しぐらついたときでも自力ですぐに戻すことができたこと、Ｂの座っ

ている姿勢や手の力の入り具合等を見て、横座りによるトイレ介助が可能であると判断し

た。そして、Ｂがトイレまでの移動について車椅子での移動を希望したため、Ｄは、Ｂの手

を握って、立ち上がりの補助を行い、Ｂを車椅子に座らせてトイレの前まで移動して、横座

りの方法によるトイレ介助を行い、終わったらナースコールを鳴らすよう伝えて退室した。 

  Ｄは、Ｂがトイレに座って１０分から１５分程度経過してもナースコールを鳴らさなか

ったため、Ｂの様子を確認するために訪室すると、Ｂが洗面所前でトイレに足を向けて右側

臥位で倒れていたのを発見し、直ちにナースステーションに報告した。なお、Ｂが発見され

た当時、車椅子は便器左側の洗面台とＢの間付近にあった。Ｂは、本件事故により、右側頭

から右前額部（右目眼球周囲）にかけての腫脹及び内出血が強く、左目横に１センチメート

ル四方程度の剥離出血があり、その他右肩打撲、右上腕に１センチメートル四方程度の剥

離、右手背中指下に０．５センチメートル四方の剥離出血があった。 

  Ｂは、Ｄに対し、「だんだんお尻がずれていって、手の力もなくなって、落ちた。」と

訴えていた。被告職員の間では、Ｂは排せつ後にナースコールを押さずに自ら立ち上がって

ベッドまで戻ろうとしたのではないかという話もしていたが、Ｄは、本件事故の原因につい

て、Ｂが最近歩行不安定なことが見られ筋力が低下していると思われ、そのためバランスを

崩して転落したと思われる、寝起きに複数回トイレに行ったためバランスを崩し転落したと

思われるとするアクシデント報告書を作成した。 
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  原告Ｘ１は、同月２２日、Ｂに本件事故の様子を確認したところ、Ｂは、「手すりにつ

かまってたけど、『もうこける、もうこける、どうこけようか』と思っていた。車椅子の上

にこけた。ガチャンと音がした。」などと述べた。 

  （前記前提事実（３）、甲１０、１３、１５ないし１８、２４、２５、２７、乙１、

５、９、証人Ｄ） 

  （６） Ｂの死亡 

  Ｂは、平成２８年１１月２０日の本件事故後、Ｅ病院の救急外来を受診し、来院時の所

見として右顔面挫傷及び高血圧症が認められたものの、頭部の外傷性出血の精査目的で頭部

ＣＴを施行しても、右前額部に帽状腱膜下血腫が見られるのみであったため、右前額部、左

頬部その他擦過傷の処置を受けた後、鎮痛剤を処方され、本件施設に戻ることとなった。Ｂ

は、同日、Ｅ病院に対し、治療費として３５５０円を支払った。 

  Ｂの本件事故後の食事摂取量は、同月２１日の朝食が主食３割、副食１割、昼食が主食

１割、副食０割、夕食が主食２割、副食０割で、同月２２日の朝食が主食４割、副食０割、

昼食が主食９割、副食５割であったものの、その後、同月２７日に朝食の主食５割というこ

ともあったが、多くの場合に主食、副食とも０割で、エンジョイゼリーを何割か摂取する程

度で、その量も次第に減少し、また、Ｆクリニックにおいても摂食障害を訴えていたため、

同月２９日、Ｅ病院で嚥下機能などを検査することとなった。 

  Ｂは、同日、Ｆクリニックの紹介で、嚥下機能低下を訴えてＥ病院の耳鼻科を受診した

ところ、嚥下評価では嚥下力の低下が認められたが、再度の頭部ＣＴ検査では帽状腱膜下血

腫は縮小傾向で、頭蓋内の外傷性変化も明らかではなかったことから、外傷後に全身状態低

下に伴う咽頭収縮力が低下しているとの所見であった。また、Ｂは、同日、嚥下内視鏡検査

を行ったが、明らかな異常所見はなく、原因の精査及び経過観察目的で入院することとなっ

た。Ｂは、入院後、嚥下能力の回復がみられず、経鼻栄養なども検討されたものの、家族が

Ｂの意向を確認した上で積極的な栄養療法を希望しなかったことから、緩和的対応に移行

し、平成２９年２月９日に死亡するに至った。平成２８年１２月２６日に１万３１５９円、

平成２９年１月１６日に５万２３２０円、同年２月２７日に８万９３００円及び１５万０２

４０円が、Ｂの入院治療費として支払われた。 

  （前記前提事実（４）、甲２４ないし２６、２８ないし３５、乙４） 

  （７） 本件事故後の対応 

  原告らは、平成２９年４月１２日、本件施設において、被告職員に対して本件事故につ

いて尋ねた。Ｄは、本件事故当時、車椅子はトイレの正面の前に置いており、いつもどおり

横座りの方法でトイレ介助を実施していたが、１０分から１５分経過した頃、Ｂがトイレの

前に右側臥位で転倒していたところを発見したと回答した。なお、このとき、原告Ｘ１は、

被告職員に対し、「トイレにはいつものように横向きに座ってたんですね。」と質問してい

た。 
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  被告は、Ｂが本件事故当日に病院を受診したが入院加療の必要はないと診断されたため

事故報告していなかったが、原告らが本件施設を訪れて情報開示と話合いを求めたことか

ら、同月１３日、Ｇ市長に対し、本件事故が発生したこと及びその原因について筋力低下と

覚醒不良のためにバランスを崩して転倒につながったと思われることを報告した。 

  （甲９、１１、証人Ｄ） 

 ２ 争点（１）（本件契約上の債務不履行の有無）について 

  （１） 本件事故の態様について 

  横座りの方法により身体の左側を便座の前側にし、手すりを持って座っていたＢが、本

件事故直後にＤに対して「だんだんお尻がずれていって、手の力もなくなって、落ちた。」

と述べ、本件事故の２日後に原告Ｘ１に対して「手すりにつかまってたけど、『もうこけ

る、もうこける、どうこけようか』と思っていた。車椅子の上にこけた。ガチャンと音がし

た。」と述べていたこと（前記認定事実（５））、本件事故直前までＢを介助していたＤ

が、後日原告らから本件事故の状況について説明を求められた際に車椅子をトイレの正面の

前に置いていた旨述べていたこと（同（７））、Ｂが右側臥位で転倒しているところを発見

されたこと（同（５））に加えて、Ｂは本件事故直後に右側頭から右前額部（右目眼球周

囲）にかけての腫脹及び内出血が強く、左目横に１センチメートル四方程度の剥離出血が認

められること（同（５））を併せ考慮すると、Ｂは、横座りした状態のまま左方向に傾いて

トイレから滑落し、トイレの正面に置かれていた車椅子に顔面左側をぶつけるなどし、その

後、右目から右額部付近にかけて床に強く打ち付ける態様で転倒し、車椅子は、Ｂが顔面左

側をぶつけた衝撃により、トイレの正面からトイレの左斜め前（洗面台の正面）付近に移動

したと推認するのが相当である。 

  この点、被告職員は、本件事故当時、Ｂが排せつ後にナースコールを押さずに自ら立ち

上がってベッドまで戻ろうとしていた可能性を検討しているが、推測の域を出ず、本件事故

直後、意識状態に問題がなかったＢの上記説明に明確に反しているから、採用の余地はな

い。 

  （２） 被告の債務不履行について 

  ア Ｂは、平成２６年２月頃以降、足が前に出ず車椅子でトイレ介助を行っていたこと

や、ベッドに足を上げられないことがあり、またトイレに座る際にふらつき、便座に座る際

に傾くなど、筋力が低下してきており、被告職員もＢの状態について認識していた（前記認

定事実（２））。また、Ｂは、平成２８年１１月１９日午後９時から同日午後１０時頃、ベ

ッドで端座位になったとき、後方に反るような様子が見られ、バランスを失することがあっ

た（同（５））。 

  そして、横座りの方法によるトイレ介助は、洋式トイレの便器の通常の使用方法とは大

きく異なり、便座の奥行きや傾斜といった形状に照らすと端座位の状態でバランスを維持で

きない危険性を伴うものといえ、特に、上記のとおり身体能力が低下していたＢについて

コメントの追加 [原口17]: いよいよ安全配慮義務違反

（予見可能性と結果回避義務違反）の判断のパートで

す。 

コメントの追加 [原口18]: 事故の態様としては、利用者

を横座りさせたうえ、ナースコールを押すよう指示し

て放置したところ、利用者が横座りのまま左に傾いて

トイレから滑落し、車いすに顔面左側をぶつけた後、

右目から右額付近を床に強く打ち付けて転倒した、と

認定しています。 
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は、横座りにより、バランスを失って便器から滑落・転倒する危険性がより高まった非常に

不安定な状態に置かれていたということができる。このことは、便器について特別の知識、

知見がなくても、その形状を認識すれば容易に予見できるものであり、かつ、被告職員にお

いて、Ｂの上記のような身体状態についての認識にも欠けるところがなかった（実際、被告

職員は、本件事故の原因をＢの筋力低下にあったとしていた（前記認定事実（５）、

（７））。）のであるから、横座りによるトイレ介助に伴う上記の危険性について被告職員

が予見することができたというべきである。 

  この点、被告は、横座りによるトイレ介助は、Ｂが平成２８年６月１８日及び同年９月

１８日に実施されたリハビリテーション評価において、日常生活動作について座位に関して

物的介助が必要であると評価されており（同（４））、目の前にある手すりをつかむことが

できる点で安定した座位を確保することができる旨主張するが、上記手すりは立ち上がり用

に設置されたものであって、座位を保持するためのものではないし、筋力が低下してきてい

たＢが横座りすることによって生じる不安定な状態を支えることは困難であり、目の前に手

すりがあることが、横座りすることによる便器から滑落・転倒する危険性を低減するものと

はいえない。実際に、Ｂは、臀部が便器からずれていき、手すりにつかまったにもかかわら

ず、手の力もなくなって転倒したと説明していた（同（５））のであり、上記危険性が現実

に具体化したものというほかない。そうすると、被告職員にＢの筋力の低下についての認識

に欠けるところがない以上、トイレの横に設置された手すりの存在は、横座りによるトイレ

介助の危険性についての被告職員の予見可能性を否定する事情とはいえない。 

  また、Ｂが、平成２８年２月１８日頃から本件事故日である同年１１月２０日までの約

９か月の間、横座りの方法によるトイレ介助で転倒することがなかったとしても、そのよう

な事実の積み重ねによって転倒のリスクが軽減していくという筋合いのものでないことは言

うまでもなく、結局のところ、たまたまこの間に事故が生じなかっただけのことにすぎない

のであって、横座りが上記のように非常に不安定な状態であり、Ｂの身体状態に照らすとト

イレから滑落して転倒する危険性が極めて高いことに変わりはない以上、上記の判断を左右

する事情とはなり得ない。 

  イ そして、被告は、入居者を正規のトイレの用法どおりに正面向きに座らせて、横や

前方に手すりを設置することが可能であり（前記認定事実（２））、被告がＢを正規のトイ

レの用法どおりに正面向きに座らせて、横や前方の手すりを設置していれば、本件事故の発

生を回避することができたといえる。 

  この点、被告は、横座りによるトイレ介助の方法であれば、手すりの近くに設置されて

いるナースコールを押す際に体をひねる動作や、トイレに座る前あるいは座った後に正面に

向き直る動作が不要であり、滑落の原因となる動作を回避することができ、また、容易に表

皮剥離しやすいＢの身体に配慮した方法である旨主張する。しかし、Ｂを正規のトイレの用

法どおりに正面向きに座らせて、横や前方に手すりを設置し、ナースコールの位置を変える

コメントの追加 [原口19]: 転倒の予見可能性はあったと

認定しています。 

理由：①職員は筋力低下を認識していた。②端座位に

なったときバランスを失することがあった。③横座り

によるトイレ介助が危険なことは便器の形状を見れば

容易にわかる。 

コメントの追加 [原口20]: 被告（事業者側）の言い分：

手すりをつかめば安定していたので、転倒を予見でき

ません。 

コメントの追加 [原口21]: 裁判所の判断：手すりがあっ

ても横座りの危険は変わらないので、被告（事業者

側）の言い分は通りません。 

コメントの追加 [原口22]: 被告（事業者側）の言い分：

9か月間転倒することはなかったから、転倒を予見でき

ません。 

コメントの追加 [原口23]: 裁判所の判断：たまたま9か

月間転倒しなかっただけなので、被告（事業者側）の

言い分は通りません。 

コメントの追加 [原口24]: 結果回避義務として、「正面

向きに座らせて、横や前方の手すりを設置する義務」

を認定しています。 

コメントの追加 [原口25]: 被告（事業者側）の言い分：

横座りの方が、①ナースコールを押しやすい、②横向

きに座った後、正面を向く必要がない、③表皮剥離を

防げる、ので、結果回避義違反はありません。 
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か、あるいは、延長ナースコールを設置すれば、ナースコールを押すために体をひねる動作

や、トイレに座った後に正面に向き直る動作は必要ではない。また、トイレに正面向きに座

るために回転する動作についても、介護職員が身体を支えながら回転を補助することにより

転倒の危険性を低減することができ、便器に横座りをさせたままＢを放置することに伴う滑

落・転倒の危険性に比してはるかにその危険性は小さいのであるから、横座りによるトイレ

介助を実施する理由にはならないといえる。したがって、被告が指摘する上記のような便宜

を踏まえても、横座りによるトイレ介助は、Ｂの上記の身体状態を前提にした場合、滑落・

転倒の危険を伴う不適切な介助方法であったというべきで、Ｂに対して横座りによるトイレ

介助を実施することが許容されるものではない。 

  被告は、表皮剥離を生じさせやすいＢの身体に配慮して、原告らにも横座りによるトイ

レ介助の方法を事前に説明して了解を得ていたとも主張し、Ｂ死亡後に原告Ｘ１が被告職員

に「トイレにはいつものように横向きに座ってたんですね。」と質問しており（前記認定事

実（７））、Ｂが日常的に横座りでトイレ介助を受けていたことを同原告が認識していたこ

とがうかがわれるが、そのことによって原告らが了解していたことを示すとはいえず、他に

原告らが了解していたことを認めるに足りる証拠はない上、仮に原告らの了解を得ていたと

しても、被告は、本件契約に基づき、入居者であるＢに対し、介護付有料老人ホームである

本件施設において指定特定施設入居者生活介護のサービスを提供する義務を負っていたので

あるから、横座りによるトイレ介助の方法に伴う危険性を予見してこれを回避すべき注意義

務が、サービスの提供を受ける入居者の家族によって横座りによるトイレ介助の方法が了解

されたという事実のみによって免除されるということにはならない。 

  ウ よって、Ｂに横座りをさせてトイレ介助していた被告には、Ｂの生命、身体の安全

を確保する本件契約上の義務違反が認められる。 

 ３ 争点（２）（被告の債務不履行とＢ死亡との間の因果関係）について 

  Ｂは、本件事故を境に摂食量が急激に減少し、極めて短期間のうちに嚥下機能の低下・

喪失に至り、そのまま摂食不能となって死亡するに至った（前記認定事実（４）及び同

（６））のであるから、平成２８年１１月２０日及び同月２９日のＣＴ検査などで外傷所見

などの器質的異常が認められていなかったとしても、本件事故以外にＢの嚥下機能の低下の

原因はあり得ない。 

  この点、被告は、Ｂの嚥下機能の低下は加齢、老化によるもので、本件事故との間に因

果関係がないと主張する。 

  しかし、Ｂが９１歳と高齢であったとしても、それまで年齢相応に、漸次、嚥下機能が

低下していたのであって、本件事故の直後から、その嚥下機能が上記のように急激かつ短期

間のうちに低下したことについて、偶然にその時点から本件事故とは全く無関係にＢの老化

に起因して上記のような嚥下機能の著しい低下が始まったとするのは余りにも不自然であ

る。加齢による全身的な機能低下がＢの摂食障害を引き起こしたものであり、本件事故の有

コメントの追加 [原口26]: 裁判所の判断：①ナースコー

ルの位置を変えればよい、②横向きに座った後、正面

を向かせることは介護職員が補助すればできるし、横

座りさせて放置するよりはるかに危険が小さい、の

で、被告（事業者側）の言い分は通りません。 

コメントの追加 [原口27]: 裁判所の判断：③仮に原告

（利用者側）らが表皮剥離を防ぐための横座りを了解

していたとしても、事業者には危険のないサービスを

提供する義務があるから、被告（事業者側）の言い分

は通りません。 

コメントの追加 [原口28]: よって、結果回避義務違反が

あり、安全配慮義務違反があったと認定しています。 

コメントの追加 [原口29]: 死亡との因果関係について、

事故の後、急激に短期間で嚥下機能が低下し、摂食不

能となって、死亡しているので、因果関係はあると認

定しています。 
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無にかかわらずＢの死亡の結果は避けられなかったとする乙第５号証は、加齢に伴って漸減

していたＢの嚥下機能が本件事故を境に急激に低下したことを全く説明できておらず、到底

採用できない。 

  なお、Ｂは、平成２６年７月１７日の夕食から全粥食に変更され、平成２７年１１月５

日に軟飯のおにぎりに食事形態が変更され、平成２８年３月２５日に全粥食に変更された

（前記認定事実（４））が、Ｂが平成２６年７月１７日に全粥食に変更したのは、腕及び手

が以前のように使えず、軟飯を救いづらいと訴えたからであるし、朝食は一般的には嚥下障

害のある人には向かないパンを一貫して食べており、本件事故以前にＢの嚥下機能が低下し

ていたことを示すものではない。 

  また、Ｂの体重が本件事故の直前に約３６ｋｇから約３３ｋｇに減少したが、食事の摂

取量に著しい変化がなかった（前記認定事実（４））以上、こうした体重の減少が既にＢに

嚥下障害が生じていたことを示すものとはいえない。同様に、ＢがＦクリニックに痰のから

みを訴えていたことがあった（同（４））が、加齢に伴う嚥下機能の漸減を超えた嚥下機能

の急激な低下を示すものとは到底いえない。 

  したがって、被告がＢを通常のトイレの用法どおりに正面向きに座らせて、横や前方に

手すりを設置していれば、Ｂが転倒して嚥下障害に起因する摂食量の急激な減少が生じるこ

とはなかったのであり、少なくとも平成２９年２月９日の時点でなお生存していた高度の蓋

然性が存在すると認められ、被告の債務不履行とＢの死亡との間の因果関係が否定されるこ

とはない。 

 ４ 争点（３）（Ｂに生じた損害）について 

  （１） 通院治療費及び入院治療費 

  Ｂは、通院治療費３５５０円及び入院治療費３０万５０１９円を支出した（前記認定事

実（６））。 

  （２） 入通院慰謝料 

  Ｂは、本件事故により顔面挫創の傷害を負い、平成２８年１１月２０日から同月２９日

までＦクリニック及びＥ病院に通院し、上記傷害に起因する嚥下障害等により、同日から平

成２９年２月９日まで同病院に入院していた（前記認定事実（６））のであるから、この期

間の入通院慰謝料は１４０万円が相当であると認められる。 

  （３） 死亡慰謝料 

  Ｂが本件事故当時９１歳と高齢であったことを考慮しても、横座りによるトイレ介助に

至る経緯、本件事故の態様、Ｂの家族構成その他本件に現れた一切の事情を考慮すると、Ｂ

の死亡による精神的苦痛を慰謝するための金額としては、２２００万円が相当である。 

  （４） 葬儀費用 

  本件事故と相当因果関係ある葬儀費用は１５０万円が相当であると認められる。 

  （５） 小括 

コメントの追加 [原口30]: 2300万円という高額な死亡

慰謝料が認められています。 
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  したがって、本件事故によってＢに生じた損害の合計は２５２０万８５６９円であり、

原告らのほかにはＢの相続人は存在しない（前記前提事実（１）ア）から、原告らは、Ｂの

死亡により、Ｂの被告に対する損害賠償請求権をその法定相続分に従って上記金額の３分の

１に当たる８４０万２８５６円ずつ分割して相続した。 

第４ 結論 

  以上のとおり、原告らの請求は全て理由があるからこれらをいずれも認容することと

し、主文のとおり判決する。なお、被告が申し立てた仮執行免脱宣言は相当でないから、こ

れを付さないこととする。 

 


